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宇治市条例第   号 
   宇治市特定太陽光発電設備の設置の規制に関する条例 
（目的） 

第１条 この条例は、特定太陽光発電設備等の設置に関し必要な規

制を行うことにより、みどり豊かな自然と歴史に育まれた景観の

保全、森林の伐採等による土砂災害の防止、良好な生活環境の保

全、農地の保全及び安全な生活の確保に寄与することを目的とす

る。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 
⑴ 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備及びその附属

設備をいう。 
⑵ 特定太陽光発電設備 次のいずれかに該当する太陽光発電設

備をいう。ただし、高さが１０メートル以上の建築物の部分（

当該建築物が周囲の地面と接する各位置からの高さが１０メー

トル以上の建築物の部分に限る。）にある屋根の上又は屋上に

設置するもの及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別

表第２（い）項第１号から第３号までに掲げる建築物の屋根の

上又は屋上に設置するものを除く。 
ア 太陽光発電設備の出力の合計が１０キロワット以上のもの

（実質的に同一又は共同の関係にあると認められる設置者が

同時期若しくは近接した時期又は近接した場所に設置する太

陽光発電設備の合算した出力が、１０キロワット以上となる

場合を含む。）  
イ 太陽光発電設備の面積の合計が１００平方メートル以上の

もの（実質的に同一又は共同の関係にあると認められる設置

者が同時期若しくは近接した時期又は近接した場所に設置す

る太陽光発電設備の合算した面積が、１００平方メートル以

上となる場合を含む。）  



⑶ 設置事業 太陽光発電設備を設置する事業（太陽光発電設備

の設置に必要な木竹の伐採、切土、盛土、埋土その他造成工事

を含む。）をいう。 
⑷ 設置者 設置事業を計画し、又は実施する者をいう。 
⑸ 事業区域 設置事業を行う一団の土地（継続的かつ一体的に

設置事業を行う土地を含む。）をいう。 
⑹ 特定設置事業 設置事業のうち、特定太陽光発電設備を設置

するものをいう。 
⑺ 周辺住民 次に掲げる者をいう。 
ア 特定設置事業に係る事業区域に隣接する土地及びその土地

の上にある建築物の所有者、管理者及び占有者 
イ 特定太陽光発電設備の設置に伴い生活環境に影響を及ぼす

おそれがあるものとして規則で定める範囲の土地及び建築物

の所有者、管理者及び占有者をいう。 
（本市の責務） 

第３条 本市は、この条例の適正かつ円滑な運用が図られるよう必

要な措置を講ずるものとする。 
（市民の責務） 

第４条 市民は、自然景観及び良好な生活環境の保全に努めなけれ

ばならない。 
（設置者等の責務） 

第５条 設置者、太陽光発電設備の所有者及び管理者並びに事業区

域の土地の所有者及び管理者（第１３条第１項において「所有者

等」という。）は、関係法令及びこの条例を遵守し、自然景観を

損なわないよう、又は災害若しくは生活環境に係る被害が発生す

ることがないよう十分配慮し、住民との良好な関係を保たなけれ

ばならない。 
（禁止区域） 

第６条 自然景観の保全のため特に必要があると認められる区域に

おいては、次の各号に掲げる太陽光発電設備を設置してはならな



い。 
⑴ 特定太陽光発電設備 
⑵ 第２条第２号ただし書に規定する屋根の上又は屋上及び建築

基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条の５の

３各号に掲げる建築物の屋根の上又は屋上以外の場所に設置す

る太陽光発電設備であつて、その出力の合計が１０キロワット

未満及びその面積の合計が１００平方メートル未満であるもの

。ただし、道路標識等に附属して設置される太陽光発電設備で

規則で定めるものを除く。 
２ 前項に規定する区域とは、次の各号に掲げる区域をいう。 

⑴ 景観法（平成１６年法律第１１０号）第８条第１項及び宇治

市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづく

りに関する条例（平成２０年宇治市条例第１０号）に基づく宇

治市景観計画により定めた歴史的遺産周辺地区、宇治橋下流地

区及び景観計画重点区域 
⑵ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１項に規

定する市街化調整区域 
⑶ 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第２条第３号に規定

する生産緑地 
⑷   農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号
）第６条第１項に規定する農業振興地域 

（設置の許可） 
第７条 前条に規定する区域以外の区域において、特定設置事業を

行おうとする設置者は、あらかじめ規則で定めるところにより市

長に申請し、許可を受けなければならない。 
（許可の基準） 

第８条 市長は、前条の許可の申請があつた場合において、当該申

請が次の各号に掲げる要件に適合し、かつ、当該申請の手続がこ

の条例及びこの条例に基づく規則の規定に適合していると認める

ときは、同条の許可をするものとする。 



⑴ 植栽等により、事業区域からおおむね１００メートル以内の

規則で定める範囲の距離にある道路、公園その他公共の場所か

ら特定太陽光発電設備を遮蔽すること。 
⑵ 周辺住民に説明を行い、その理解を得て、あらかじめ周辺住

民と規則で定める特定設置事業協定書を締結していること。 
２ 市長は、前項の許可をするときは、自然景観及び生活環境の保

全、安全の確保等のため必要な条件を付することができる。 
（変更の許可等） 

第９条 第７条の許可を受けた設置者は、当該許可に係る特定設置

事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ規則で定める

ところにより市長に申請し、許可を受けなければならない。ただ

し、規則で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りで

ない。 
２ 第７条の許可を受けた設置者は、前項ただし書の規則で定める

軽微な変更をしたときは、遅滞なく、規則で定めるところにより

、その旨を市長に届け出なければならない。 
３ 前条の規定は、第１項の許可について準用する。 
（事前協議） 

第１０条 第７条又は前条第１項の許可を受けようとする設置者は

、当該許可の申請をする前に、規則で定めるところにより、特定

設置事業の計画について市長と協議しなければならない。 
２ 市長は、前項の規定による協議があつた場合において、特定設

置事業が第８条第１項に規定する要件に適合するよう助言し、又

は指導することができる。 
（完了等の届出） 

第１１条 第７条又は第９条第１項の許可を受けた設置者は、当該

許可に係る特定設置事業を完了し、又は中止したときは、規則で

定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 
２ 市長は、前項の規定による完了の届出があつたときは、許可の

内容及び許可に付した条件に適合しているかどうかを確認し、当



該内容及び条件に適合していると認めたときは、規則で定めると

ころにより、その旨を当該届出をした設置者に通知しなければな

らない。 
３ 第１項の規定による完了の届出をした設置者は、前項の規定に

よる通知を受けた日以後でなければ、特定太陽光発電設備を使用

し、又は使用させてはならない。 
（許可の取消し） 

第１２条 市長は、第７条又は第９条第１項の許可を受けた設置者

が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消すこ

とができる。 
⑴ 偽りその他不正な手段により、第７条又は第９条第１項の許

可を受けたとき。 
⑵ 第７条又は第９条第１項の許可に付した条件に違反したとき

。 
⑶ 第７条の許可を受けた日（第９条第１項の許可を受けた場合

にあつては、当該許可を受けた日）から起算して１年を経過し

た日までに特定設置事業に着手しなかつたとき。 
⑷ 第７条の許可（第９条第１項の許可を受けた場合にあつては

、当該許可）を受け、特定設置事業に着手した日後１年を超え

る期間引き続き工事を行つていないとき。 
⑸ 第８条第１項第１号に規定する要件を満たさないと認められ

るに至つたとき。 
⑹ 第９条第１項の規定に違反して、同項の許可を受けないで特

定設置事業の内容を変更したとき。 
（立入調査等） 

第１３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、特定太

陽光発電設備及び第６条第１項第２号に規定する太陽光発電設備

（以下「特定太陽光発電設備等」という。）に係る設置者、所有

者若しくは管理者又は特定太陽光発電設備等に係る事業区域の土

地の所有者等に対して報告若しくは資料の提出を求め、又は当該



職員をして特定太陽光発電設備等に係る事業区域若しくは特定太

陽光発電設備等を設置している建築物若しくは工作物に立ち入ら

せて必要な調査をさせ、若しくは関係者に質問させることができ

る。 
２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 
３ 関係者は、第１項の規定による立入調査及び質問に協力しなけ

ればならない。 
４ 第１項の規定による立入調査又は質問の権限は、犯罪捜査のた

めに認められたものと解してはならない。 
（勧告等） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、必要

な措置を講ずるよう指導し、又は期限を定めて、必要な措置を講

ずるよう勧告することができる。 
⑴ 第６条第１項の規定に違反して特定太陽光発電設備等に係る

設置事業に着手した者又は特定太陽光発電設備等を設置し、若

しくは使用している者 
⑵ 第１０条第１項の規定による協議において虚偽の協議をした

者 
⑶ 第７条又は第９条第１項の規定に違反して特定設置事業に着

手した者又は特定太陽光発電設備を設置し、若しくは使用して

いる者 
⑷ 第１１条第１項の規定に違反して同項の規定による届出をせ

ず、又は同条第３項の規定に違反して同項の規定による通知を

受けないで特定太陽光発電設備を使用し、又は使用させた者 
⑸ 第１２条の規定により許可が取り消されたにもかかわらず当

該許可に係る特定設置事業に着手した者又は特定太陽光発電設

備を設置し、若しくは使用している者 
２ 市長は、第１１条第１項の規定による完了の届出があつた場合

において、許可の内容及び許可に付した条件に適合していないと



認めるときは、当該完了の届出をした者に対し、期限を定めて、

必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 
（公表） 

第１５条 市長は、前条第１項各号（第２号を除く。）又は第２項

の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わ

ないときは、当該勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあつて

は、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並びに当該

勧告の内容を公表することができる。 
２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじ

め当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えなければならな

い。 
（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
附 則 

（施行期日） 
１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後にその設置事業に

着手する太陽光発電設備について適用する。 
３ この条例の施行の際現に設置し、若しくは設置事業に着手して

いる太陽光発電設備の増設若しくは更新を計画し、又は太陽光発

電設備を設置している建築物の用途を変更することにより当該太

陽光発電設備が特定太陽光発電設備（第６条に規定する区域にあ

つては、特定太陽光発電設備等）に該当することとなるときは、

前項の規定にかかわらず、この条例の規定を適用する。 
 
 



（提案理由） 
 
 宇治市内における特定太陽光発電設備等の設置に関し必要な規制

を行うため条例を制定するものです。 


